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#12-38 

【９月１５日～９月２１日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２４年９月２５日 

在ウクライナ大使館 

 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼ティモシェンコ前首相に関する動き 

・１５日、クジミン第一副検事総長は、ヤルタ欧州戦略会合に

おいて、ティモシェンコ前首相の弁護団は法的手段によら

ず政治的挑発等の手段に訴えているとして、同前首相が獄

中にあるのは弁護団の責任である旨発言。１７日、ティモシ

ェンコ前首相のヴラセンコ弁護人は、同第一副検事総長が３

月のインタビューにおいてティモシェンコ前首相の刑事事

件に関し事実とは異なる発言をしたとして、発言の撤回を求

め同第一副検事総長をロンドンの裁判所に提訴した旨発

言。 

・１６日、メリニチェンコ元大統領警護官は、１９９６年のシチェ

ルバニ最高会議議員暗殺事件に関し、ラザレンコ元首相が

指示しティモシェンコ前首相等が資金を提供した旨をウクライ

ナの法廷で証言する用意がある旨発言。 

・１８日、保健省は、ティモシェンコ前首相の治療に関し最低１

か月は継続する必要があるとするウクライナ・ドイツ医療委員

会の見解を発表。同日、独「シャリテ」病院のハルムズ医師は、

同前首相が障害者と認定される可能性は排除されない旨発

言。 

・１９日、キエフ市商事裁判所は、ティモシェンコ前首相が代

表を務めていた「ウクライナ統一エネルギー・システム」社に

よる約３２億３，９００万フリヴニャ（約４億５５０万ドル）の負債の

返済をウクライナ閣僚会議等に求める露国防省による提訴に

対し、ウクライナ閣僚会議等に約３１億１，３００万フリヴニャ

（約３億９，０００万ドル）の支払いを命じる旨の判決を宣告。同

日、法務第一次官は、ウクライナ法務省は控訴する意向であ

る旨発言。トゥルチーノフ「バチキフシナ」党第一副党首は、

本判決は選挙後に控訴審において撤回されるであろうとし、

野党を陥れるための選挙術である旨述べ非難。 

▼言語関連法を巡る動き 

・１８日、憲法裁判所は、リヴィウ市議会による「国家言語政策

の基本方針に関する」法律の憲法適合解釈請求を受理。 

・２０日、「バチキフシナ」及び「スヴォボーダ」党等の支持者

は、キエフ市議会前で集会を実施し、キエフ市における地域

語の採択を行わないよう要求。 

・２１日、ドネツク市議会は、ロシア語に同市における地域語と

しての地位を付与する決議を採択。これにより、同様の決議

をした地域は南・東部の８州９市となった。 

▼最高会議の動き 

・１８日、リトヴィン最高会議議長は、７月に「ＢＹＴ―バチキフ

シナ」会派を離脱したコロテューク議員が地域党へ加入した

旨発言。地域党議員は１９５名に増加。 

・１８日、最高会議は、名誉毀損による刑事罰（最高で禁錮３

年）を導入する「名誉及び尊厳の侵害に対する責任強化に関

する刑法及び刑事訴訟法の改正に関する」法案を第１読会で

採択。これに関し、「バチキフシナ」党、「国境のない記者団」

及びメディアの自由に関するＯＳＣＥ代表等は、報道の自由

の侵害を懸念する声明を発表。また、１９日、ミロシュニチェン

コ最高会議大統領代表は、メディア代表者による本法案採決

及び審議の取り消し勧告を支持する旨発言。 

▼大統領の動き 

・１７日、ヤヌコーヴィチ大統領は、野党系テレビ局ＴＶｉに対

する圧力が指摘されている問題に懸念を表明し、同問題に早

急に対処するよう国家ＴＶラジオ評議会に対し指示。これを受

け、同日、同評議会議長は、主要ケーブルテレビ会社の一般

向け配信リストよりＴＶｉが除外されたとする指摘に関し、放送

配信事業者の調査を実施する旨発言。 

・ヤヌコーヴィチ大統領は、１８日にオデッサを訪問し、オデッ

サ国際空港及び学校等を視察、１９日に地方連携会議を開催、

２１日にミコライフを訪問し、ミコライフ農業大学等を視察、ミコ

ライフ州創設７５周年記念式典に出席。 

・２１日、ヤヌコーヴィチ大統領は、１８日に最高会議において

採択された検察の権限を制限する旨の同法案に署名。同日、

アシュトン外務・安全保障政策上級代表及びフィーレ欧州委

員は、本変更はヴェニス委員会に諮られておらず、ウクライナ

は欧州基準に達するための検察機構改革に関する義務の継

続の機会を逸したとする旨の声明を発表。 

▼世論調査 

［ＳＯＣＩＳ社］ 

・近日中に最高会議選挙が実施された場合の政党支持率（投

票意思の無い者を除く） 

地域党：２１．２％、統合野党「バチキフシナ」：１７．２％、「ウダ

ール」党：１２．７％、共産党：９．４％ 等（「スヴォボーダ」党及

び「ウクライナ―前進」党は約３％） 

・近日中に大統領選挙が実施された場合の候補者支持率（投

票意思の無い者を除く） 

ヤヌコーヴィチ大統領：２２．１％、クリチコ「ウダール」党首：１

１．９％、ティモシェンコ前首相：１０．９％、シモネンコ共産党

党首：７．３％、ヤツェニューク統合野党「バチキフシナ」評議

会代表：５．３％、コロレフスカ「ウクライナ―前進」党首：２．

８％、チャフニボク「スヴォボーダ」党首：２．５％等 

・調査は９月７日から１７日にかけて２，００４名の成人を対象に

実施。 
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２．経済 

▼マクロ経済 

・１８日、国家統計局は、２０１２年８月の鉱工業生産高が対前

月比▲１．８％、対前年同月比では４．７％増と発表。 

・１８日、中央銀行は、２０１２年上半期において、ウクライナ

の対外債務総額が２．２％増加し、１，２９０億ドルに達した旨

発表。対外債務のＧＤＰ比は７４％。 

▼政策 

・１５日、リトヴィン最高会議議長は、１４日付で閣僚会議から

最高会議に提出された２０１３年度予算案について、１５日、

閣僚会議に差し戻した旨発言。 

・１６日、たばこ販売の広告、たばこ会社の後援活動等を禁

止する法律が発効。 

・１７日、ホロシコフスキー第一副首相は、先般導入した自動

車リサイクル税に関して、ウクライナとロシアの双方で廃止

すべきであり、これについてロシア側と交渉中である旨発

言。 

・１８日、ポロシェンコ経済発展・貿易相は、自動車リサイクル

税を導入したため、保護主義措置を同時に２つ講じること

（自動車リサイクル税及び輸入車両への関税引き上げ措置）

は不適切であろう旨発言。 

・２０日、財務省は、７月に発行した総額２０億ドルのユーロ

債の追加として、年利７．４６％の５年物ユーロ債を６億ドル

発行した旨発表。 

▼金融 

・１９日、アルブゾフ中央銀行総裁を団長としたウクライナ代

表団（コロボフ財務相、プリシャジニュク農業政策・食料相、

スタビツキー環境・天然資源相他）は、ＩＭＦ、世界銀行、米

国政府等との協議のためアメリカを訪問。 

・２０日、アザーロフ首相は、フリヴニャが切り下げられる要

因はない、２０１３年度予算案は、２０１３年の平均フリヴニャ

／ドル・レートを８．１１～８．２０ＵＡＨ／ＵＳＤと想定してい

る旨発言。 

▼農業 

・１８日、最高会議において、土地法典修正案（外国人、外国

企業及び国際機関による非農業用地の購入を可能とする修

正）の第１読会が終了。 

・２０日、プリシャジニュク農業政策・食料相は、ウクライナが

中国輸出入銀行から３０億ドルの融資（同資金で中国からの

農業技術導入、除草剤及び殺虫剤の購入を予定）を受ける

見返りに、ウクライナが中国に年間３００万トンのトウモロコシ

を輸出時の市場価格で提供する協定締結を検討中である

旨発言。 

▼ガス問題 

・２１日、ボイコ・エネルギー・石炭産業相は、ブリュッセルに

おいてエッティンガー・エネルギー担当欧州委員と会談し、

ウクライナのエネルギー部門へのＥＵからの投資、ウクライ

ナのガス輸送システムの近代化及びＥＵ諸国からウクライナ

へのガスの逆輸入の展望等に関し協議、ウクライナの原子

力発電所の安全性向上のための援助に関する協定に署名。

また、同日、ボイコ大臣は、欧州投資銀行によるウクライナ

の水力発電所の近代化のための２億ユーロの融資協定に

署名。 

▼その他 

・２０日、ＥＢＲＤは、同理事会メンバーが、ウクライナの政治・

マクロ経済情勢を議論するため、９月２４日～２８日の日程で

キエフを訪問する旨発表。 

・２１日、閣僚会議は、欧州サッカー選手権（ユーロ２０１２）の

開催費用を前回発表から１７億８，８００億フリヴニャ増の１，１

０９億３，５００万フリヴニャに上方修正した旨発表。 

・２４日、アザーロフ首相は、チヒプコ副首相兼社会政策相

に対し、目下のチェルノブイリ原発事故被災者関連問題の

具体的な解決策を講じるため、チェルノブイリ関連団体代表

らと協議を行うよう指示。 

３．外政 

▼第９回ヤルタ欧州戦略会合（１３～１６日） 

・１５日、ビルト・スウェーデン外相は、ウクライナはＥＵか関

税同盟か統合の方向を明確にする必要がある旨指摘。また、

同相は、ティモシェンコ前首相との面会申請が認められなか

った旨発言。 

・同日、ホロシコフスキー第一副首相は、ウクライナは欧州

統合の道を進む旨述べつつ、一方で、ウクライナ・関税同盟

間特別委員会を創設する可能性がある旨発言。 

・同日、ドヴォルコヴィチ露副首相は、ウクライナがロシアと

の有利な（ガス）関係を望むなら、関税同盟に参加すべきで

ある旨発言。 

▼コモロフスキ・ポーランド大統領の来訪 

・２０日、ヤヌコーヴィチ大統領は、来訪したコモロフスキ・ポ

ーランド大統領と会談し、欧州統合はウクライナ外交の優先

課題であるとし、欧州基準に近づけるための法整備を実施し

ている旨発言。両者は、貿易・経済、エネルギー、運輸及びイ

ンフラ分野における協力、欧州サッカー選手権の成果、ウク

ライナ最高会議選挙等に関し協議。同日、両大統領は、第１１

回ウクライナ・ポーランド経済フォーラムに出席。 

・２０日、アザーロフ首相は、コモロフスキ大統領との会談に

おいて、経済、燃料・エネルギー及び投資分野における２国

間協力に関し意見交換。また、同日、リトヴィン最高会議議長

は、コモロフスキ大統領と会談し、両国議会間協力等に関し

協議。コモロフスキ大統領は、ウクライナの欧州統合路線を支

持するとし、最高会議選挙の民主的実施の必要性を指摘。 

・２１日、ヤヌコーヴィチ大統領及びコモロフスキ大統領は、キ

エフ郊外における１９３０－４０年代の政治的弾圧の犠牲者の

追悼記念碑の完成式典に出席し、献花等を実施。 

▼その他 

・１８日、中国を訪問中のマイコ外務次官は、楊潔チ外交部

長との会談において、両国関係発展に対する中国の支援に
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謝意を表明し、政治対話及び相互訪問の活発化、貿易・経

済関係の強化及び投資協力等に関し協議。 

・１８日、グリシチェンコ外相は、来訪中のアジュバリス・リトア

ニア大統領と会談し、両国政治対話の深化、ウクライナの欧

州統合路線のリトアニアによる支持及び国際機関の枠内に

おける協力強化等に関し協議。 

・２０日、ＣＩＳ執行委員会は、同日ウクライナのＣＩＳ自由貿易

圏協定批准書の受理から３０日経過したとし、同協定が発効

した旨発表。 

・２０日、グリシチェンコ外相は、ウィーンにおける国際会議

において、連合協定はウクライナ・ＥＵ双方に有益であるとし、

ウクライナの欧州統合路線は不変であり他の選択肢は存在

しない旨発言。 

 

 

４．防衛 

・１８日、最高会議は、ウクライナ軍が人道支援活動及び平和

維持活動に参加し、安全を確保するための武器使用を認め

る法案を採択。 

５．二国間関係 

・１８日、高井文部科学副大臣は、ウクライナを訪問し、スリ

マ・ウクライナ教育科学・青年スポーツ省第一副大臣と会談、

教育分野の両省間覚書に署名。 

・１８日、ヴォローシン外務省情報政策局長は、日本も中国も

ウクライナの特に経済分野における重要なパートナーであ

るとし、尖閣諸島問題に関し、両国は力の衝突を避け、対話

により妥協策を模索すべきである旨発言。 

（了） 


